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子会社の解散および清算に伴う子会社再編に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、連結子会社であります那賀（瀋陽）水務設備製造有限公司（以下、

「瀋陽製造子会社」と言う。）ならびに那賀水処理技術（瀋陽）有限公司（以下、「瀋陽販売子会社」と言う。）

を解散することを決議いたしました。 

また、瀋陽製造子会社の解散に伴い、中国国内で製造が必要となる取水用スクリーンの製造は、当社の連結

子会社である那賀日造設備（大連）有限公司（以下、「大連製造子会社」と言う。）に移管し、瀋陽販売子会社

の水処理設備の販売・コンサルティング業務は、那賀欧科（北京）貿易有限公司（以下、「北京販売子会社」と

言う。）に移管することによる子会社再編も同時に決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．解散に至った経緯・理由 

瀋陽製造子会社は、中国遼寧省において現地の原材料、人材および設備を活用し、スクリーン製造のロー  

コスト化・効率化を図るための現地工場として、平成 24 年９月に株式会社ハマダ、瀋陽水務集団有限公司と

の合弁により設立し、中国国内で旧来から地下水を主な水源とする遼寧省・吉林省・黒竜江省の東北三省を  

ターゲットに活動を開始しました。 

しかしながら、遼寧省では地下水が同省水資源利用総量の約半分を占め、過剰採取による水量減少や地下水

の汚染などの問題が深刻化したため、「遼寧省地下水資源保護条例」の改正により地下水の利用規制が強化さ

れました。それにより当初想定していた市場規模が大幅に縮小して業績低迷が続き、今後も回復が困難と判断

し、同社の解散を決議いたしました。 

また、瀋陽販売子会社は、中国における取水用スクリーンを中心とした取水設備、その他の水処理設備の  

販売・コンサルティング業務を行う会社として設立いたしましたが、工場の解散に伴い同省における販売活動

も困難と判断し、解散すべきと判断いたしました。 

瀋陽製造子会社の解散に伴い、中国国内で製造が必要となる取水用スクリーンの製造は、大連製造子会社に

移管、瀋陽販売子会社の水処理設備の販売・コンサルティング業務は北京販売子会社に移管することで供給 

責任を果たしていく所存であります。 



２．解散する子会社の概要 

 

 

 

３．解散の日程 

瀋陽製造子会社 

     清算の日程につきましては、現地の法令に従い必要な手続きが完了次第、清算結了となる見込みです。 

 

瀋陽販売子会社 

清算の日程につきましては、現地の法令に従い必要な手続きが完了次第、清算結了となる見込みです。 

（１）名称 那賀（瀋陽）水務設備製造有限公司 

（２）所在地 瀋陽市瀋北新区新陽路 16-2号 

（３）代表者の役職・氏名 董事長 黒田 俊明 

（４）事業内容 取水用スクリーンの製造 

（５）資本金 300百万円 

（６）設立年月日 平成 24年９月 

（７）大株主及び持株比率 

 

 

当社         55.0％ 

株式会社ハマダ    30.0％ 

瀋陽水務集団有限公司 15.0% 

（８）上場会社と当該会社の関係 

資本関係 当社は当該会社の株式を 55.0％所有しております。 

人的関係 当社役員ならびに従業員が、董事、監事、董事長に就任しております。 

取引関係 原材料の仕入および技術指導料の支払 

関連当事者への該当状況 当該会社は、当社の連結子会社であるため、関連当事者に該当いたします。 

（１）名称 那賀水処理技術（瀋陽）有限公司 

（２）所在地 瀋陽市瀋河区恵工街 265-1 号 

（３）代表者の役職・氏名 董事長 三村 等 

（４）事業内容 取水用スクリーン、水処理装置等の販売、水関連コンサルティング 

（５）資本金 15百万円 

（６）設立年月日 平成 23年２月 

（７）大株主及び持株比率 当社 100.0％ 

（８）上場会社と当該会社の関係 

資本関係 当社は当該会社の株式を 100.0％所有しております。 

人的関係 当社役員ならびに従業員が、董事、監事、董事長に就任しております。 

取引関係 製品の仕入 

関連当事者への該当状況  当該会社は、当社の連結子会社であるため、関連当事者に該当いたします。 

平成 28年５月 17 日 当社取締役会に於いて瀋陽製造子会社の解散承認決議 

平成 28年６月 当該子会社の株主会にて解散決議（予定） 

平成 28年５月 17 日 当社取締役会に於いて瀋陽販売子会社の解散承認決議 

平成 28年６月 当該子会社の株主会にて解散決議（予定） 



４．当社グループの業績への影響 

瀋陽製造子会社ならびに瀋陽販売子会社の解散による当期の連結業績に与える影響は、平成 28年４月 15日

発表の業績予想に織り込み済であります。 

 

以上 


